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１９６７年 山口市出身
２００２年 防府市役所入所（前職は銀行員、ホテルマン）
２０１６年 防府市役所高齢福祉課主幹（政策担当）

兼 第1層生活支援コーディネーター（2018～2019）
２０２０年 現職 ・高齢者団体連携協議会 理事（2022～）

・厚生労働省老人保健健康増進等事業委員（2017～）
・東京都短期集中サービス強化推進事業アドバイザー（R3～）
・SCカフェ主宰 https://ilcjapan.org/sccafe/
・The リエイブルメント（社会保険出版社）応用老年学2022.8月号など

ILC（International Longevity Center）は、プロダクティブ・エイジングの理念の
もとに、少子高齢化に伴う諸問題を国際的・学際的な視点で調査研究し、広報・啓発
および政策提言を行うことを目的に、老年学の世界的権威であるロバート・バトラー
博士によって提唱され、厚生省（当時）の指導のもと1990年11月にILC-Japanが
誕生しました。現在アライアンスは世界16か国に広がっています。

プロダクティブ・エイジング（ロバート・バトラー博士が提唱した概念）
「高齢者を社会の弱者や差別の対象としてとらえるのではなく、すべての人が老いて
こそますます社会にとって必要な存在としてあり続けること」



パーソンセンタードアプローチ
「できないことに着目する」支援者視点から
「できること・したいことに着目する」本人視点へ

↓
「サービスを受けてもらう」支援から
「社会で活躍・参加する
元の生活を取り戻すこと」を支援

アセットベースド・アプローチ
「地域にないものを作る」活動だけでなく
「地域にあるものを活用する」活動を中心に

サービス提供原則から脱却 → 高齢者のWell-beingを追求

国際⾧寿センターがお伝えしたい「２０１０年代以降の世界の潮流」

頭の片隅に入れて
聞いてください

http://www.ilcjapan.org/aging/doc/2021kaigai.pdf



サービスCの利用者が少ないので
サービスをテコ入れしたいんですが

どうやったらサービスBを
増やす/立ち上げることが
できますか?

医療介護連携を進めた
いのですが、なにから
始めればよいですか?

よくある質問

何がしたいんですか?
なぜそれをするんですか?

それでなにが解決できますか?

この質問に違和感を感じます

サービス・取り組みは手段
課題を解決することが目的

やれと言われているからやって
いるという感じ……?



介護予防・生活支援にかかるSCの成果とは



総合事業に取り組んでみたものの……

サービスを作ってみたものの……
これでなにか変わったか？

地域包括ケアシステムに近づいたのか？



地域

サービスを作るという視点で課題に向かう

取組

500ｍ

近くに無い人
利用を拒否する人

・区域に取組みがない人はどうしますか?
・利用したくない人はどうしますか?
・いつ市内全域にサービスは行き渡りますか?

サービスを作ってみると気付くこと「これだけで地域課題は解決する?」

地域?
⇒ 包括ケア?

システム?



課題（解決したいこと）

軽度認定率が非常に高い

軽度者の通所の利用率が高い

通所利用の軽度者の１年後悪化率が高い

お守り認定者が非常に多い（324/603）

介護人材不足・包括の負担軽減

防府市概況（2018年当時）
人口 11万6千人
高齢化率 約30％
認定率 20.4％
介護保険料 5,468円
日常生活圏域 ４

サービスを作ったものの……「そもそも解決すべきはなに?」

自治体職員として事業成果とはこれの解決
「サービスを揃えてもこれが解決しなければ無価値」



成果にみる介護予防事業

介護予防教室だけで地域の課題は解決するのか？



参加する人にだけは素晴らしい成果
参加する人だけを支援するシステム（それを地域包括ケアシステムと呼ぶのか?）

自治体全域への効果は??
要支援者は元に戻らないという発想がベースにある

介護予防教室だけの効果

皆さんの地域の
参加率は何％?



現状で適切な支援が行われているのか?

現在のサービス提供体制・支援体制は正しいのか?
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それまでの生活ができなくなったという事象への対応

「できないから してあげる」

活動量が減ることで廃用症候群を誘発するのでは?
元の生活に戻れる?

いつまでも自分らしく生活 → 自立支援
活動量を増やす → 介護予防

できることまで取り上げて
高齢者を不活発にする
介護予防に逆行する

生活支援

この事業は持続可能?
ヘルパーいなくなったら

どうする?
住民に肩代わりさせる?

出典:令和２年度老人保健事業推進費等補助金「自治体と民間企業の協働による都
市部における地域づくりの展開に向けた調査研究」（国際⾧寿センター）

フォーマルサービスだけでの支援



それまでの生活ができなくなったという事象への対応

「できないから してあげる」

フォーマルサービスだけでの支援

ごみ捨てが大変そうだ
かわいそう

ボランティア組織を
作ろう

必要な支援なのか
支援者の関与・判断住民の善意を無駄にしないためにも
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生活支援によって活動量の低下を防ぎ
社会参加を促すことで元の生活に戻りやすくなる

本人の多様性や生活のしづらさの
原因ごとに選択ができる

自立支援

住
民
や
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介護予防と生活支援介護予防と生活支援
の一体実施 地域の多様な主体を活用して

高齢者の社会参加・活動量の維持を目指す
出典:令和２年度老人保健事業推進費等補助金「自治体と民間企業の協働による都

市部における地域づくりの展開に向けた調査研究」（国際⾧寿センター）

生活支援と介護予防を一体的に考える



地域

高齢者の自立支援＝一人一人に目を向ける

この人に合った
支援をする

・支援が必要な人を取りこぼさない ⇒ システムとして当然
・ひとりひとりに合った支援 ⇒ 幸福・ウェルビーイング

自立支援の実現

個別に支援しなければシステムとして不十分

そもそも要支援者への支援は適切か?



地域課題「介護人材不足」「給付・事業費」⇒「要介護１を減らしたい」

短期集中サービスの実施検討を開始

要介護1の認定率を全国平均や生駒市
レベルにすることによる介護給付費や
一般財源繰出金の影響額を試算。

その方法として要支援者に対する事業
の強化、特に通所サービスに着目。



https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001085690.pdf
厚生労働省:地域づくり支援ハンドブックより



そもそも持っていた誤ったイメージ＝パラダイム

要支援者は元の生活は取り戻せない

（誰から教わったのかわからない）
この認識が間違ってるのかよ！

要支援者は専門職サービスを使い続けるものだ

事業は大きく変わる



要支援者の6割が元の生活が取り戻せた時の効果

「要支援の多くは元の生活を取り戻せる」
このパラダイムシフトで地域は大きく変わる

やるべきはまずこちらから



3つの目標
・生活の困りごとを解決する
・セルフマネジメント能力の獲得
・利用者にあった地域の資源に繋げる

このサービスは、高齢者本人のセルフマネジメント能力の定着を目指し、リ
ハビリテーション専門職による面談中心の支援により、自信を取り戻させ、
本人の力を引き出していきます。
身体に触れたり、自宅にない特殊な機材を用いることなく、高齢者の
セルフマネジメント能力を高めていきます。
（サービスに依存させない）
この取り組みの中で、生活のしづらさを解消するとともに、サービス終了後
の社会参加・活動的な生活の継続を目指します。

「リエイブルメント型」短期集中予防サービス

イギリス、デンマーク、オランダ、オーストラリア、アメリカ、ニュージーランド、
スウェーデン、ノルウェーなどで実施。
・ ユーザーの63％が 12 週間以内にサービス不要な状態へ（イギリス）
・ リエイブルメントサービスにより約65％が在宅ケアが不要に（オーストラリア）
・ 改善可能と判定された人の60％が訪問介護看護が不要に（デンマーク）
※オランダの取り組みについては、令和4年度厚生労働白書78ページをご覧ください。
寝屋川市、防府市、豊明市などが短期集中予防サービスとして実施中。寝屋川市に
おいては新規要支援認定者の41％、すでに認定を受けている人でも20％が卒業。防
府市の卒業率はモデル実施で66％が卒業。



YouTube配信中
https://youtu.be/WOwDR2KKqNA

80代の男性が脳梗塞による入院後、閉じこもり気味だったところから3ヵ月12回のサービス
により役割を取り戻し、好きなゴルフに復帰するまでの取り組みに密着

防府市では現在訪問サービスは行っていません。
訪問実施のテストと研修用動画を撮ることを目的に実施しましたが、
サービスのイメージは伝わると思います。

出典:防府市リハビリテーション専門職協議会・国際⾧寿センター



出典:防府市広報 R2.12.1号



出典:防府市広報 R5.1.1号



初年度の
卒業者

2年目の
卒業者

初年度の
卒業者

３年目の
卒業者

2年目の
卒業者

初年度の
卒業者

要支援認定者数はあまり変化がない
新規人数と同じほど悪化している

要支援 要支援

新規認定者

悪化
（要介護）

サービスを受けた6割が卒業し悪化リ
スクが低下すれば、要支援のサービス
費は年々下がり、要介護給付額も減る

悪化
（要介護）

悪化
（要介護） 悪化

事業費の成果は継続する・介護給付費にも影響はある



防府市における成果防府市における成果

http://www.ilcjapan.org/study/doc/2022/b_2022_1/all.pdf

https://www.shaho-net.co.jp/newbooks/index.html



課題（解決したいこと）

軽度認定率が非常に高い

軽度者の通所の利用率が高い

軽度者の１年後悪化率が高い

お守り認定者が非常に多い

現在の状況

新規要支援等は全員C型スタート

C型利用者の6割が卒業⇒維持率

1年後悪化率の大幅改善

（H30）20.8％⇒（R4）17.7％

介護人材不足・包括の負担軽減 （H30）58百万/月⇒（R4）?

防府市の現状防府市の現状

これはＣ型サービスを提供する事業所だけが
頑張った成果ではありません

生活支援コーディネーターを含む支援者の活動の成果です。

それぞれの事業は他の事業連動して初めて成果が上がります。



総合事業は事業であって給付ではない



このリエイブルメントを始めるときに最初に言われたのは

「卒業したあとどうするの?」
「卒業の後が心配」

「高齢者をほったらかしにするのか」

リエイブルメントをうまくやろうとしたら、
「最初の説明が大事」に気づいた

各要素を連携させなければうまくいかない

サービスを作るだけではうまくいかない



もうひとつのパラダイムもうひとつのパラダイム

自治体の事業なのに、「委託先にお任せしている」
自治体の事業なのに、「委託先によってやり方・考え方が違う」
自治体の事業なのに、「利用者（市民）が、使いたいと言うから使わせる」

自治体の他の事業でそんなことありえます?

総合事業は「事業」です

給付 債権の目的となっている債務者がしなければならない行為。

「要介護認定」という権利を持った者に保険者がしなければならない行為。

予算上限がない。直接的に量をコントロールできない。

事業 一定の「目的」を持って継続的に組織を営む・活動すること

目標達成に向けて、方向性を定め、主体的にコントロールしていくもの。

自治体の事業は「予算主義」である。



元の生活を取り戻す
取り組みから

はじめてみましょう

予算の中で主体的に実施すること
地域・サービスをコントロールすること

可逆性がある人（要支援）※給付? ※事業

多くの自治体は総合「事業」と言いながら「給付」を行っている。
→正しい課題認識の下で意志（目的）を示す
「可逆性のある高齢者は元の生活に戻す」

もうひとつのパラダイムもうひとつのパラダイム



相談

認定申請
↓

専門職サービス

入口の改善「まずは短期集中から」という事業

必要なら
専門職サービス

地域で活動的な生活

相談

今までの流れの前に
短期集中予防サービス

「まずはC型」という「事業」

リハ職同行訪問
アセスメント

短期集中予防
サービス

窓口改善



ケアマネジメントと繋がってこそ生活支援体制整備事業は成果が出る



場所や役割を作る活動

場や役割を探す活動

個人の多様性
すきなこと
出来ること

地域にあるもの

行きたい人は行く
（行きたくない人はいかない）

サービスを作るってつなぐだけでは
使わない人・多様性に対応できない

その人ごとに「地域にある資源」を活用するという発想

成果の上がる生活支援体制整備事業の手法



サロン
介護予防教室
井戸端会議

ボランティア
地縁団体の活動
ご近所づきあい

就労的活動支援

「就労的活動」という
「場」の提供

サービスの利用
商品の購入

社会参加・場の提供 生活支援

小売店のサービス

金融商品
今の生活を支援

未来の生活を支援

高齢者向けの商品

サービスを受ける側だけではなく
支援側として「役割」を与えることも

企業連携、就労・役割の支援で資源は大幅に増える

短期集中予防サービスを成功に導く「生活支援体制整備事業」



してあげる資源 本人の資源

・バスタクシー助成制度
・介護保険 など

公助・共助

互助・自助

実施主体が支援の仕組みを
作って提供する資源

・サロン
・介護予防教室
・お助け隊
・地域食堂
・移動支援活動
・保険外ヘルパー
・スポーツジム
・何でも屋
・企業のCSR活動

本人や支援者がその資源に
意味づけをして活用する

場所

道具

人・目に見えないもの

家族・友人・隣人・友情・責任・
挑戦心・過去の後悔

フードコート、商店先のベンチ
図書館、公園、移動販売車の周囲
手芸品販売店、美容院、喫茶店

電動アシスト自転車、趣味の道具
便利な園芸用品、デジタル機器
環境・役割

山、ペットや植木、学校、スポ少、
車の通行量、企業活動、困りごと

資源・選択肢を増やす。

地域にある様々なもの
を活用する。
アセットベースド
アプローチ
「高齢者を活動的にす
るものすべて資源」
意味づけやアイデアが
資源・選択肢を増やす。
企業との協働の起点。

すべての人の資源となら
ない。自立支援の多様性
に対応できない。

実施主体がなければ成立
しない。

インフォーマルサービスの種類「してあげる資源と本人の資源」



生活支援コーディネーターの活動

通院している病院
のロビーに得意の
生け花を飾らせて
もらう 少年野球の練習時

の見守り役を保護
者に代わって行う

こういう活動を作るだけでは、
その人に合った支援には行き届かない

個人のできること・したいことに着目し、生活の視点で様々な対応を地域の専
門職と一緒に実現する体制を整備する「生活支援体制整備事業」

本好きの方に図書館
でのお手伝い役を

元整体師さん
デイサービスで

右半身にマヒが
あっても……

ビジネスホテルで
おしゃべり会

97才の女性の作品
を販売するお店



2つのパラダイムシフトによる総合事業の見直し

「事業」として
コントロールする

第一歩 生活支援体制整備事業

元の生活に戻す

課題解決に向けて各要素を連動させる＝「事業」



生活支援体制整備事業と地域ケア会議



幸せとは



幸せの定義と自分らしさ

選択肢から選ぶ＝幸せ＝自分らしさ

より多くの選択肢を提供できるかどうか

選択肢がないことは不幸なこと

専門職サービスを
使いましょう

サロンがありますね

手芸が好きなら……

子ども食堂……

散歩コース

スーパーに……

地域の多職種が目線を合わせる効果
「アイデアを出し合う」

アイデアを実現するための生活支援体制整備事業



出典:厚生労働省「これからの地域づくり戦略」

自立支援型地域ケア会議で多職種の目線合わせを行う



困難事例だけのところが多い

自立支援型も生活部分やインフォーマル部分の議論が少ない

困難事例のためのケア会議だけでは多職種の規範的統合には届かない



サービスに
よって画一的に

実施可能

多様なもの

自立支援とは



自立支援型地域ケア会議の議論のポイントとSCの役割

軽度者は特にここを議論し、支援しないと生
活全般の支援にならない。

専門職が専門職視点でフォーマルサービスだ
けを論じるのではなく、生活者の視点でイン
フォーマルの部分を話さなければ自立は支援
できない。

できないところだけを見るとフォーマルサー
ビスでの支援しか考えつかないが、できると
ころ・その人の強みを生かして活動的な生活
を行う支援をして廃用症候群を防ぐという視
点で議論する。

※学校の先生の事例の「活躍の場」の部分

軽度者は特にここを議論し、支援しないと生
活全般の支援にならない。

専門職が専門職視点でフォーマルサービスだ
けを論じるのではなく、生活者の視点でイン
フォーマルの部分を話さなければ自立は支援
できない。

できないところだけを見るとフォーマルサー
ビスでの支援しか考えつかないが、できると
ころ・その人の強みを生かして活動的な生活
を行う支援をして廃用症候群を防ぐという視
点で議論する。

※学校の先生の事例の「活躍の場」の部分

地域の資源を会議で伝え、
会議で出たアイデアを実現していくのがSCの役割



地域支援事業で行う「地域づくり」



地域支援事業で行う地域づくり＝「地域包括ケアシステムのある地域」

地域包括ケアシステムの構築
介護保険料で行う地域支援事業で行う「地域づくり」とは

であることに異論はないと思います。

地域包括ケアシステムとは、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、
可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることがで
きるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制。

エイジング・イン・プレイス（Aging in Place）
歳をとって身体的に衰えても、住み慣れた場所・環境や住まいで、
自分らしく暮らすという意味

エイジング・イン・プレイス（Aging in Place）
歳をとって身体的に衰えても、住み慣れた場所・環境や住まいで、
自分らしく暮らすという意味



地域包括支援センターを支援しないと地域包括ケアシステムは構築できない

地域包括ケア実現に向けた中核的な機関※

目的：地域包括ケアシステム構築
↓

地域包括支援センターの
業務量が過大であるという課題を

解決する必要がある

厚生労働省HP:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/



生活支援体制整備事業は地域包括支援センターの強化のため

生活支援コーディネーターが地域包括支援センターと連携しない
ということはあり得ない



生活がしづらくなっている高齢者の生活課題を知っているのは誰か

生活支援コーディネーターが地域包括ケアに関わるためには、
生活がしづらくなった人の介護予防・生活支援に関わらなければいけない。

生活しづらくなった高齢者のニーズを知っているのは誰か!
そこを活動の起点にしなければいけない



生活支援体制整備事業の定量評価

生活支援体制整備事業とケアマネジメントの連携は必須

手段を成果にすることなく、本来の目的を成果に

「SCが何件のケアマネジメントに関わるか」を
成果として挙げると、SC活動がより分かりやすくなります。

※ケアマネジメントとの関わり:ケアマネジャーに対して、利用者に合ったインフォーマルサービスの情報を支援

※過去の調査研究により、地域包括支援センターと生活支援体制整備事業の連携が少ないこと、SCに対するケアマネジ
メントとの接続に関する研修がほとんど行われていないことなどが報告されています。



地域包括支援センターの課題が解決できなければ地域包括ケアは実現しない

今回紹介したのは「各要素（ケア会議や生活支援体制整備事業等）が連携した結果
ケアマネジメントの質が向上し、量が少なくなればいい」という事業

その起点には「解決すべき課題がある」ということ



地域を変わるためにはどこが変わればよいのか

多くの人が元の生活
を取り戻しますから、

それ前提に支援を
考えています。

包括CM

支援に関わる人の意識が変われば地域は変わる

R元年に異動してきた
市の職員

要支援?
介護専門職サービス
を使わなくなるのが

普通でしょ?



地域包括ケアシステムってどんなもの?

医療

介護予防
生活支援

介護

包括
住まい

「各主体を何かで繋ぎ、機能させる」
その「何かを整備すること」について考えると
とても難しく思えませんか?

システム

地域包括ケアシステムが何かを説明できないと
作れないと思うんですが……



地域包括ケアシステムの姿

医療

介護予防
生活支援

介護住まい

包括

地域ケア
会議

生活支
援体制

医介
連携

個人の
課題 解決

認知症
支援

解決のために地域の
仕組みを「使う」

他の事業と連動せず
して成果なし



生活支援コーディネーターの役割生活支援コーディネーターの役割

SCは地域包括ケアシステムを構築するうえでなくてはならない
という存在であるはずです

高齢者が自分らしい生活を維持し、
そのことで地域の課題が解決されるとき、

SCの存在感は大きく感じるはず

高齢者が自分らしい生活を維持し、
そのことで地域の課題が解決されるとき、

SCの存在感は大きく感じるはず



おっちゃん……
防府市民でなくてよかったね

当然ですが、地域支援事業は格差を生みます



ご清聴ありがとうございました


